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ついてみても一時的契約（民法 561条、562条 1項、563条 2項、566条など）で
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正要綱仮案では履行遅滞による解除の要件として債務者の帰責事由を要件としな





















































































































































































































































































































































































































































































































































(2)山中康雄「解除論（一）」法学志林 48巻 2号 4頁参照。
(3)北村実「ドイツにおける契約解除効果論の展開―BGB制定の前後から―」龍谷法学 9巻
1号 62頁、63頁。






































































































律論叢 69巻 3・4・5合併号 205頁以下参照。
(76)平野裕之「契約解除と損害賠償義務（三・完）―売買契約をめぐる各論的考察をかねて
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法律論叢 87巻 2・3合併号
























































ことと平仄を図るためであるとする。この結果、民法 534条 1項と 2項を維持し












































































































































































































































































































(4)最判昭和 32・12・3・民集 11巻 13号 2018頁、最判昭和 36・12・21民集 15巻 12号
3243頁など。
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(5)商事法務編・前掲書 463～464頁。






















で」法律時報 86巻 12号 11頁（奥田発言）。









担」法学志林 50巻 3～4号 3頁以下。
(35)民法修正案理由 532条。
(36)鳩山秀夫・増訂日本債権法（上）（岩波書店・1932年）140頁、山主政幸・債権法各論
（法律文化社・1959年）62頁。
(37)学説の整理としては、沢井裕「危険負担」現代契約法大系Ⅱ（有斐閣・1984年）100頁
以下参照。
(38)民法（債権法）改正検討委員会編・詳解債権法改正の基本方針Ⅱ（商事法務・2009年）350頁。
(39)民法（債権法）改正検討委員会編・前掲書 349頁。
(40)我妻・前掲書（上）103頁～104頁。
(41)民法（債権法）改正検討委員会編・前掲書 349頁。
（明治大学名誉教授）
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